
資料 3 

子ども・子育て支援事業計画における量の見込みについて 

 

【量の見込みについて】 

 

 子ども・子育て支援法において、市町村は、国が示す基本指針に即して、５

年を１期とする市町村子ども・子育て支援事業計画を作成することとされてい

ます。 

 その計画の中では、「教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」

並びにそれに対応する「提供体制の確保の内容及び実施時期」について定める

ことになっています。 

 北広島市においても、地域の人口構造や産業構造等の地域特性、教育・保育

及び地域子ども・子育て支援事業に相当する事業の利用状況、利用希望等をふ

まえて子ども・子育て支援事業計画を作成する必要があります。 

 そこで、当該事業計画の作成にあたり、教育・保育、地域子ども・子育て支

援事業の現在の利用状況を把握するとともに、保護者に対するニーズ調査等を

行い、これらをふまえて量の見込みを推計し、具体的な目標設定を行うことが

求められています。 

 

 

（要点として） 

  

教育・保育、地域子ども・子育て支援事業について 

     

①量の見込みを推計すること 

    ②その量に対する提供体制の確保の内容及び実施時期を定めること 

    

 の２点が必要となります。 

 

 

なお、平成 26 年 1 月 20 日に内閣府より「量の見込み」の算出等のための手

引きが示され、別表の項目や家庭類型に基づき、推計することとなりました。 



「量の見込み」を算出する項目
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　下記の事業については、全国共通で、子ども・子育て支援事業計画で定める「教育・保
育提供区域」ごとに「量の見込み」の算出を行います。

教
育
・
保
育

対象児童年齢

教育標準時間認定（幼稚園・認定こども園） 3～5歳

保育認定①（幼稚園）
保育認定②（保育所・認定こども園）

3～5歳
3～5歳

図表１「量の見込み」を算出する項目

一時預かり事業
・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり
・その他（保育園等）

3～5歳
0～5歳

保育認定③（保育所・認定こども園＋地域型保育） 0歳、1・2歳

時間外保育（延長保育） 0～5歳

放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 1～3年生、4～6年生
地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業

対  象  事  業

病児保育事業 0～5歳、1～6年生

子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター） 0～5歳、1～6年生

利用者支援事業 0～5歳、1～6年生

子育て短期支援事業（ショートステイ等） 0～18歳

地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 0～2歳



 

 

家庭類型の分類 

 ニーズ調査結果を活用し、まず、対象となる子どもの父母の有無、就労状況か

ら「家庭類型」を求めます。家庭類型の種類は、タイプ A からタイプ F の８種

類となっています。 

「家庭類型」は、現在の家庭類型と、母親の就労希望を反映させた潜在的な家

庭類型の種類ごとの分布を算出します。 また、子どもの年齢区分により、0歳

～就学前、0歳、1・2 歳、3歳～就学前の 4パターンを作成することが必要です。 

なお、十分な調査客体数を得られる場合は、祖父母による支援、地域・友人

の支え合いの状況を踏まえ、更に細かい類型を設定することにより、より詳細

に潜在ニーズ量を把握することが可能となります。 

 

 

図表２ 家庭類型の種類 

タイプ 父母の有無と就労状況 

タイプ A ひとり親家庭 

タイプ B フルタイム×フルタイム 

タイプ C フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月 120 時間以上＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ C’ フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月下限時間未満＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ D 専業主婦（夫） 

タイプ E パートタイム×パートタイム 

（就労時間：双方が月 120 時間以上＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプ E’ パートタイム×パートタイム 

（就労時間：いずれかが月下限時間未満＋下限時間～120 時間の一

部） 

タイプ F 無業×無業 

※各自治体における保育の必要性の下限時間（48 時間～64 時間の間で市町村が

定める時間）を「下限時間」と記載。以下同じ。 

  

  

 


